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　　こ こ に，Vo ：炉乾燥 試料 の体 積 〔g／cm3 ）

　　　　　 m 、 ：パ ラ フ ィ ン 塗布後の 試料の 質量 （g）

　　　　　 M2 ：水 中 に お け る 吊 り皿 の 見掛 けの 質量 （g）

　　　　　 M3 ： 水中 に お け る試料 お よ び吊 り皿 の 見か け の 質

　　　　　　　 量 （9）

　　　　　 Ms ：炉 乾燥試料 の 質量 （g）

　　　　　 Pp ；パ ラ フ ィ ン の 密度 （g〆cm3 ）

c） 収縮 限界は，次 の 式で 算出す る。

　　　　　 （γ一Ve）ρw

　 　 Ws ＝＝w ＿　　　　　　 x100

　 　 　 　 　 　 　 Ms

　 　 た だ し，

　 　 　 MaTMc − Ms

　 　 w ＝　　　　　 　 × 100
　 　 　 　 　 Ms

　　こ こ に ，Ws ：収 縮限 界 （％）

　 　 　 　 　 W ； 湿 潤 密 度 の 含 水比 （％）

　　　　　 Ma ： 湿 潤試料 と収 縮皿 の質 量 （g）

　　　　　 mc ：収縮皿 の 質量 （g）

d） 収縮比 は，次の 式 で 算出 す る。
　 　 　 　 Ms
　 R ＝−
　 　 　 Vo・ρw

　　こ こ に，R ；収縮比

　 参考 1．体積収縮 率は，次の 式で 算出す る。
　 　 　 C ＝ 　（WI − zv。）R

　　　こ こ に，C ： 体 積収 縮率 （％ ）。体 積変 化率 ともい い ，あ

　　 る含水比 か ら収縮 限界 ま で 含水 量 を減 じた と きの 体積の 変化

　 　 量 を，土 の 乾 燥 体積 で 除 して，百 分率 で 表 した もの を い う

　　（参考図 1参 照）。

　 　 　Wl ：あ る含 水比 （％）

　　　2．線収縮 は，次の 式に よ っ て 算出す る。
　 　 　 　 　 　 　 100
　 　 　Ls・＝1−−3　 　 　 　 　 　 　 　 　 x100

　 　 　 　 　 　 C十 100

　　　こ こ に ， Ls ： 線収 縮 （％）。線収縮は ，土 の 直線収縮ひ ず

　　みで あ り，あ る含水比か ら収縮限界ま で含水量 を減 じた とき

　　の 線収縮 量 を，元 の 長 さ の百 分率で表 した ものを い う。

　　　3．　土 粒子の 密度は，次の式に よ っ て近似 的に 算出す る 。

　 　 　 　 　 　 ρw

　 　 Ps＝
　　　　 11R− w

，1100

　　　こ こ に ，ps ：近 似的な土粒 子 の 密度 （g！cm3 ）

S．報 　告 試験結 果 に つ い て は，次 の事項 を報告 す る。
　 a ） 収縮 限界

　b） 収縮比
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新規制定の学会基準案 「石分を含む地盤材料の粒度試験方法」 に つ い て

地盤工 学会基準部
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1．　 ま え が き

　今回 公 示 す る学会基準案は，新規制定 の 試験方法と し

て 提案する 「石分を含む地 盤材料の粒度試験方法」 で あ

る。こ の 基準 の 原 案 は，「物理試験
・
分類小委員会」 に

お い て 作成され た。以下 に，当 基準 案作成 の 経緯，概要

に つ い て 説明 す る 。

　 こ こ に 公示する基準案 に つ い て の意 見は ， 書面に て 平

成 10年 4 月末 日まで に地盤工 学会基準部宛 に提出 して い

た だ き た い 。こ の 基準案は，会員か ら意見が 提出 され た

場合 に は そ れ を 検討 した 上 で ，基 準部 お よび 理事会に お

け る所 定 の 審議 を 経た 後，基準 と して 制定 さ れ る 。

2． 基準案作成の経緯および基準の概要

　最近 の 地 盤 工 学 で は，「土質材料 」 ばか りで な く， 岩

石 質材料や人工 材料，さ らに は 廃棄 物 な どそ の 扱う地盤

材料の 範 囲 は 広 範 に な っ て き て い る。こ の よ うな背景 よ

り， 岩石質材料を含 め た 地盤材料 を包括的に 分類で きる

ように従来 の JGS　M 　111 「土 の 工 学的分類方法」 が，

「地 盤材料 の 工 学的分類方法」 と して 平 成 8 年11月 に 改

正 制定さ れ た。こ の 改 正 基 準 で は ，従来 の 「土質材 料」

に 加 え て 粒径75mm をこ え る 岩 石質材料 を 含め て 体系

的 に 分類す る こ とか ら ， 石 分を含む地盤材料 の粒度 を 求

め る試験方法 が必要 に な っ た。また，石分を 含む地 盤材
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料 を盛土や埋 戻 しに 用 い る こ と も多 く， こ れ らの 材料を

評価す る上 で もその 粒度や最大粒径 を知 る こ とが重要 に

な っ て い る。

　以上の よ うな背景を もとに ，基準部，土質試験基準検

討委員会で は石 分を 含 む地 盤材 料 の 分 類 の た め の 試 験方

法を新規 に制定 す る 必 要 が ある と判断 し，平成 8年 よ

り WG で 検討 を進め，さ ら に平成 9 年 4 月か らは 「物

理 試験 ・
分類小委員会」 （表

一 1参照）で 具体的な試験

方法 の 検討 を行 い ，こ こ に学 会基準案を 作成 した。

3．　基準案作成に あた っ ての検討事項

　本基準作成 にあ た っ て は 幾 つ か の 検討事項が生 じた。

そ の 主 な もの は 以下 の とお りで ある。

　3．1 国内外 の 基準 や 指針の 現状

粒径75mm 以 上 の 石分 まで を 対 象 と した粒度試験方

表
一1 土質試験基 準検討委 員会 物 理試験 ・分類 小委員会

委　員 長 風 間 秀 彦 埼玉大学工 学部地 盤水理実験 施設

委 員兼幹事 古 河 幸 雄 日本大学工 学部土 木工 学科

委 員 青 山 憲 明 建 設省土 木 研究所 材料施工 部

委 員 阿 部 廣 史   中部地質

委 員 岩 崎 公 俊 基礎地盤 コ ン サル タソ ッ   関東支社

委 員 西 村 拓 東 京農工 大 学 農学 部地域生態 シ ス テ

ム 学科

委 員 似 内 徹 中央開発  東京支社

委 員 福 江 正 治 東海 大学海 洋学部海 洋土木工 学科

委 員 安 田 進 東京電機大 学理工 学 部建設工 学科

　 　 　 　 　 　 　 　 　 65

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnlcal 　Soclety

資料
一536

法の 基準や 指針 に は 次 の よ う な もの が あ る。

  ASTM 　D5519 −94 （捨石 材料の 粒度分析）

  JISAI102 （骨材 の ふ るい 分け）

  建設省河川 砂 防技術基準 （案）（1997．10）

  土 木学会編 ：土 木材料実験指導書
一

平成 9 年版一，

　 1997．2

  港湾 調 査 指 針 （改訂版） （1987．6）

　本基準案は粒径 300mm 以上 まで取り扱う必 要 が あ る

の に対 し，上 記基準 や 指針の 中に は ， その ような大粒径

ま で を扱 っ て い ない もの や試験 の 目的が 異 な る もの が あ

っ た。こ の た め ，そ の ま ま適用 で きる もの はない と判断

した が，基 準案の 策定 に あ た っ て は こ れ らを参考 に した 。

　3．2 基準案の 適用範囲

　本基準案 は 粒径75mm 以上 の 「石 分」 を含む 地 盤材

料を対象 として い る が，一
方粒径75mm 未満の 土 粒 子

を 対 象 と した も の に JGS　T　131 「土 の粒度試験方法」

が あ る た め，本基準で 分析す る範囲 は 粒径75　mm 以上

の粒子 と した 。

　3．3 ふ る い

　「ふ る い 」 は ，粒 径125mm ま で の 分析 に は JIS　Z

8801に規 定 され て い る 「試験用 網ふ る い 」の 125，106，

75　mm の 寸法の も の を使用 し，粒径 125　mm 以上 の 分

析 に は，ふ る い の 目開きが 300mm の 「単 目 （た ん め）

ふ る い 」 を 新た に 試験用具 と して 使用 す る こ とに した。

　 3．4　試 料 の 最少必要量

　最少必 要 量 の 目安 は，現行の JGS　T 　131 「土 の 粒度

試験方法」 と同様 に最大粒径 に応 じて 設定 し，代表的 な

粒度分布 を も つ 地 盤材料 の 試算か ら，最大粒径が300
mm の 場 合 は 1500　kg，125　mm の 場 合は200　kg と した 。

　 3．5 試 験 方 法

　「単 目ふ る い 」 の 使 い 方 と粒径 125mm 以上 の 粒子 の

最大粒径 の 測定方法 に つ い て 検討 した。

　300mm の ふ る い 分 け は対象 とす る石粒子が 重 い た め

に，ふ る い 分け るの で は な く 「単 目ふ る い 」 で 上 部 よ り

覆い 被せ る 方 法 と した。さ らに，粒径 は 石 粒子の 形状 に

左 右 され る の で 粒子 の方向を変 えて 同様 の 操作 を行 い，

その 主た る結果か ら判断 して，粒径300mm 以 上 の 「石

分」 と評価する こ とと した 。

　最大粒径 の測定は，粒径 125mm 未満の 粒 子 構 成 で は

試料 が す べ て 通過 す る 試験 用網ふ る い の 最小の 呼び寸法

を最大粒径 と し，125mm 以上 の 粒子構成 で は，方向を

変 え て 直径 を 数回は か り，そ の 最大値を最大粒径 と した。

地盤工学会基準案

石分を含む地盤材料の 粒度試験方法

Test　Method　for　Particle　Size　Distribution　of 　Rock 　Materia1

JGSXXXX
− 199X

L　 総　則

　 晋．1 試験の 目的

　この 試験は ，石 分 を含 み地 盤材料の 粒度 を求め る こ とを 目

的 とする。

　1，2 適 用範囲

　粒子径 が75mm 以上 の 石 分 を含 む地 盤材料 を対象 とす る 。

　1．3　用 語の 定義

　石 分 とは，粒径75mm 以上 の 粒子 をい う。

【付帯条項】

1．2 岩石 質 材料 あ る い は 石 分 ま じ り土 質 材料 の うち，粒径75

　 mm 以上 を対 象 とす る。粒径75　mm 未満 の 土質材料の 粒度 を

　 求める に は，JIS　A 　1204「土の 粒度試験方 法」 を適用 す る。

取 っ 手

（a ）枠を用い た例

るい の 目開き

バ イ

ふ るレふ るい の 目開き

（b）パ イプを組み合わせ た例

2．試験用具

（1） ふ るい　JIS　Z　8801に規定され た試 験用 網 ふ るい で ，

　次 の 寸法の もの。

　 　 75mm ，106　mm ，125　mm

  単 目ふ るい ふ る い の 目開 きが300mm の もの。
（3） は か り　 ひ ょ う量 10kg 以 上 100   未 満 の 場 合 は 感量

　10g ，ひ ょ う量100 　kg 以 上 1000   未 満 の 場 合 は 感 量

　100g ，ひ ょ う量 1000 　kg 以 上 の 場合｝t感量 1   の もの。

図一1　 単 目ふるい の 例

【付帯 条項】

（1＞ JIS　Z 　8801 で 規定 さ れ る 網ふ る い と 同等 以 上 の 性 能 を有 す

　る長 方形枠の 網 ふ る い を用 い て もよい

  a．単 目ふ る い の 例 を図
一1 に 示す。

　 b．必 要 に 応 じて ，ふ る い の 目開 き300mm 以 外 の 単 目 ふ る

　 　 い を準 備す る。

3． 試料

66

（1） 試料 は，空気乾燥状態 の 材料を対象 とす る。

土 と基礎，46− 2 （4Sl＞
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  　試料 の 最大粒径 に応 じて ，試験 に 必 要 な量 を分取 し，そ

　 れ を試料 とす る。

【付帯条 項】

  　a ．対 象地 盤 の 試験箇所 を 選定 し，代表 的な 試 料 を採取 す る。

　　b．分取す る 試料 の 量は，表一1 に示 す量 を 目安 とす る。こ

　　　こ で い う試 料 の 最 大粒 径 とは，ふ る い 分析 に お い て，試料

　　 が す べ て 通 過す る 試験 用網 ふ るい の 最 小の 呼び 寸法を い う。

　　 た だ し，粒径 が125mm を 越 え る場 合 は，石 粒于 の 最 大 の

　 　 粒径 を最大粒 径 とす る。

　 　 　 　 　 　 表
一1　 分取 す る試料 の 最少質量 の 目安

試料 の最大粒径 mm 試料 質量 kg

300125 1500

　200

　 4． 試験方法

ω　試料 の 全質re　m （g）を は か る。

  　試料 を試験位置 に敷 きな らべ る。

（3） 単 目ふ るい を用い て，粒 径300mm 以上 の石 粒子を抽 出

　 し，その 全質量 m （300）（  ） をは か る。

  残 った 試 料 を，試 験用 網 ふ る い 125mm ，106　mm お よ

　び75mm を 用 い て 順 次ふ る い 分 け ，各 ふ る い に 残 留 した

　質量 m （d ）（kg） を は か る。

  　75mm ふ る い 通 過分 の うち ，代表 的な 試 料 を と り，そ

　 の 含水比 W （％） を 求め る。

【付帯 条項 】

（2） a．粒 径300mm 以上 の 石 粒 子 を 含 む 場合，1層に 敷 きな ら

　　 す。

　　b．石 粒子 に 付着 した 細粒分 お よび 粗粒 分 を可能 な限 り除去

　　 　す る。

　　c．試験 位置 は，試験材料 が他の 材料 と混 じ り合わ な い よ う

　　 な場所 を 用 い る 。

（3） a．単 目ふ る い を 石粒子 の 上 部よ り覆い 被せ，単 目ふ るい が

　　 入 らな い 石 粒子 を粒 径300mm 以上 の 石 粒子 と判断 し，粒

　　 径300mm 以 上 の 試料 とす る。

　　b．単 目ふる い に よる測 定は，石粒 子 の 形状 に 左右 され る た

　　　め，方 向を変 えて 同様 の 操作 を 数回 行 い ，そ の 主 た る結 果

　　　で 判断す る。

　　 c．300mm 以 外 の 単 目ふ る い も用 い る場 合，同様の 操作 を

　　 行う。

（3）  　粒径125mm を超 え る 石粒子の 最大粒径 を 求め る場 合 は，

　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　資料一536

　 　方 向を変 え て 直径 を数 回 は か り，そ の 最 大値 を 最 大粒径 と

　 　 して もよ い 。

  　全 質量 に 対 し75mm ふ る い 通 過分 の 質 量 が無 視 で きる場 合

　は省 略 して もよい 。

　 5． 試験結果の 整理

（1） 75mm ふ るい 通過分 の炉 乾燥 質量 Ms （g） を次式で 算 出

　 す る。

　　　　　 m
一
Σ m （75）

　 　 　 Ms ＝
　 　 　　 　 　 1＋ wf100

  　通 過質量 百 分 率 P （d）（％ ）を 次式 で 算 出す る。

　　　… 一（
　　Σ m （の
1−
　 m （75）−em ，）・ ・… ％・

　 た だ し，

　Σm （の ： 各 ふ る い に残 留 した もの の うち，呼 び 寸 法あ る

　　　　　 い は粒径 d以 上 の 石分 の質 量 の 総和

  　通過質量百分 率 よ り，粗 石 分 お よ び 巨 石 分の 質量百 分率

　 を次式で 算 出する。

　粗 石分＝P（300）−P （75）

　巨石 分＝100− P （300）

【付帯条項】

（1） 含水比 の 測定 を省略 した場合は、省略 して もよい 。
  　粒径75mm 未 満 の土 質材料 に っ い て 粒度を求 めた 場 合，必

　要 に 応 じて，そ の結果 と本基 準 に よ る結 果 と を合 成 して 地盤材

　料 全体 に対す る 各 粒径 に 対す る 通過 質量 百分率 を算出す る。

　 6， 報告事項

　試験 結果に つ い て次 の 事項 を報告 す る。
（1） 試 料の 最大粒径

（2）粒径300mm ，125　mm ，106　mm お よ び75　mm の 通過 質

　 量百 分率

（3＞ 粗石分 お よび巨石分の 質量百 分率

（4） 本基準 と部 分的に 異 な る方法を 用 い た場合 は，その 内容

  　そ の他特記す べ き事項

【付帯条項 】

（1） 粒径125mm を超 え る石粒子に 対す る 最大粒径を 求め た場合

　は，その 粒径 も報告 す る。
（2） 上 記以外の 試験用 網 ふ るい あ る い は 単 目ふ る い を 用い た場合

　 は，そ れ に 相当 す る通過 質量百分率 も報 告す る。
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